
第一号様式

（単位：円）

　　収入の部

科目 予算 決算 差異

学生生徒等納付金収入 （ 151,854,185 ） （ 151,854,185 ） （ 0 ）

　　　授業料収入 126,448,344 126,448,344 0

　　　入学金収入 12,360,000 12,360,000 0

　　　実験実習料収入 6,545,841 6,545,841 0

　　　施設設備資金収入 6,500,000 6,500,000 0

手数料収入 （ 1,421,700 ） （ 1,421,700 ） （ 0 ）

　　　試験料収入 1,377,000 1,377,000 0

　　　証明手数料収入 44,700 44,700 0

補助金収入 （ 13,920,537 ） （ 13,920,537 ） （ 0 ）

　　　県補助金収入 13,312,000 13,312,000 0

　　　市補助金収入 608,537 608,537 0

付随事業・収益事業収入 （ 1,280,550 ） （ 1,280,550 ） （ 0 ）

　　　補助活動収入 1,280,550 1,280,550 0

受取利息・配当金収入 （ 778 ） （ 778 ） （ 0 ）

　　　その他の受取利息収入 778 778 0

雑収入 （ 2,426,808 ） （ 2,426,808 ） （ 0 ）

   　 退職社団交付金収入 288,000 288,000 0

　　　その他の雑収入 2,138,808 2,138,808 0

借入金等収入 （ 101,410,080 ） （ 101,410,080 ） （ 0 ）

　　　短期借入金収入 （ 101,410,080 ） （ 101,410,080 ） （ 0 ）

前受金収入 （ 56,350,000 ） （ 56,350,000 ） （ 0 ）

　　　授業料前受金収入 42,280,000 42,280,000 0

　　　入学金前受金収入 6,480,000 6,480,000 0

　　　実験実習費前受金収入 2,320,000 2,320,000 0

　　　施設設備資金前受金収入 5,270,000 5,270,000 0

その他の収入 （ 46,785,764 ） （ 46,785,764 ） （ 0 ）

　　　前期末未収入金収入 13,372,726 13,372,726 0

　　　預り金受入収入 27,620,018 27,620,018 0

　　　仮受金収入 2,896,510 2,896,510 0

　    仮払金収入 2,896,510 2,896,510 0

資金収入調整勘定 （ △ 96,508,828 ） （ △ 96,508,828 ） （ 0 ）

　　　期末未収入金 △ 12,442,000 △ 12,442,000 0

　　　前期末前受金 △ 84,066,828 △ 84,066,828 0

前年度繰越支払資金 53,427,410 53,427,410 0

収入の部合計 332,368,984 332,368,984 0
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資金収支計算書
令和５年４月　１日から
令和６年３月３１日まで



　支出の部

科目 予算 決算 差異

人件費支出 ( 132,045,925 ) ( 132,045,925 ) （ 0 ）

　　　教員人件費支出 110,422,237 110,422,237 0

　　　職員人件費支出 20,985,688 20,985,688 0

　　　役員報酬支出 350,000 350,000 0

　　　退職金支出 288,000 288,000 0

教育研究経費支出 ( 17,828,949 ) ( 17,828,949 ) （ 0 ）

　　　消耗品費支出 3,629,091 3,629,091 0

　　　　　　行事費支出　　　行事費支出 204,470 204,470 0

　　　光熱水費支出 3,735,332 3,735,332 0

　　　旅費交通費支出 161,505 161,505 0

　　　福利費支出 947,046 947,046 0

　　　通信費支出 1,062,042 1,062,042 0

　　　車両燃料費支出 1,019,528 1,019,528 0

　　　研修費支出 90,660 90,660 0

　　　修繕費支出 587,400 587,400 0

      保険料支出 209,580 209,580 0

　　　広報費支出 671,696 671,696 0

　　　諸会費支出 290,040 290,040 0

　　　実習費 4,356,790 4,356,790 0

　　　報酬・委託・手数料支出 492,175 492,175 0

　　　雑費支出 371,594 371,594 0

管理経費支出 ( 6,978,100 ) ( 6,978,100 ) （ 0 ）

　　　消耗品費支出 49,403 49,403 0

　　　旅費交通費支出 7,100 7,100 0

　　　福利費支出 660 660 0

　　　通信運搬費支出 195,219 195,219 0

　　　保険料支出 31,500 31,500 0

　　　租税公課支出 29,872 29,872 0

　　　報酬・委託・手数料支出 4,842,932 4,842,932 0

　　　広報費支出 0 0 0

　　　補助活動支出 113,477 113,477 0

　　　雑費支出 1,707,937 1,707,937 0

借入金等利息支出 ( 1,603,178 ) ( 1,603,178 ) （ 0 ）

借入金等返済支出 ( 70,004,000 ) ( 70,004,000 ) （ 0 ）

施設関係支出 ( 0 ) ( 0 ) （ 0 ）

設備関係支出 ( 1,272,313 ) ( 1,272,313 ) （ 0 ）

　　　図書支出 1,272,313 1,272,313 0

資産運用支出 ( 0 ) ( 0 ) （ 0 ）

その他の支出 ( 44,599,447 ) ( 44,599,447 ) （ 0 ）

    　前期末未払金支払支出 13,685,307 13,685,307 0

　　　預り金支出 30,402,298 30,402,298 0

　　　仮払金支払支出 511,842 511,842 0

［予備費］ ( 0 ) 0

資金支出調整勘定 ( △ 11,784,408 ) ( △ 11,784,408 ) （ 0 ）

　　　期末未払金 △ 11,784,408 △ 11,784,408 0

翌年度繰越支払資金 ( 69,821,480 ) ( 69,821,480 ) （ 0 ）

支出の部合計 332,368,984 332,368,984 0
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第七号様式

（単位：円）

資産の部

科目 本年度末 前年度末 増減

固定資産 （ 1,300,930,401 ） （ 1,327,720,146 ） （ △ 26,789,745 ）

　有形固定資産 （ 1,292,413,380 ） （ 1,319,281,503 ） （ △ 26,868,123 ）

　　　土地 542,421,445 542,421,445 0

　　　建物 686,781,592 712,420,098 △ 25,638,506

　　　構築物 12,244,353 12,823,472 △ 579,119

　　　教育研究用機器備品 514,527 957,991 △ 443,464

　　　管理用機器備品 349,083 644,400 △ 295,317

　　　図書 46,310,434 45,038,121 1,272,313

　　　車両 3,791,946 4,975,976 △ 1,184,030

　特定資産 （ 4,821,800 ） （ 4,743,422 ） （ 78,378 ）

　　　退職給与引当特定資金 4,821,800 4,743,422 78,378

　その他の固定資産 （ 3,695,221 ） （ 3,695,221 ） （ 0 ）

　　　ソフトウェア 1 1 0

　　　電話加入権 325,480 325,480 0

　　　保証金 150,000 150,000 0

　　　出資金 20,000 20,000 0

　　　保険積立金 3,199,740 3,199,740 0

流動資産 （ 79,036,922 ） （ 69,101,049 ） （ 9,935,873 ）

　　　現金預金 64,999,680 53,427,410 11,572,270

　　　未収入金 12,442,000 8,099,726 4,342,274

　　　　　　仮払金　　　仮払金 1,595,242 7,415,743 △ 5,820,501

　　　前払金 0 158,170 △ 158,170

資産の部合計 1,379,967,323 1,396,821,195 △ 16,853,872

負債の部

科目 本年度末 前年度末 増減

固定負債 （ 53,304,000 ） （ 74,975,000 ） （ △ 21,671,000 ）

　　　長期借入金 53,304,000 74,975,000 △ 21,671,000

流動負債 （ 180,106,663 ） （ 161,102,387 ） （ 19,004,276 ）

　　　短期借入金 110,916,080 57,839,000 53,077,080

　　　未払金 9,934,861 15,534,854 △ 5,599,993

　　　前受金 56,350,000 84,066,828 △ 27,716,828

　　　預り金 1,757,347 2,690,080 △ 932,733

　　　仮受金 1,148,375 971,625 176,750

負債の部合計 233,410,663 236,077,387 △ 2,666,724

純資産の部

科目 本年度末 前年度末 増減

基本金 （ 1,887,339,655 ） （ 1,869,002,655 ） （ 18,337,000 ）

　　第１号基本金 1,870,339,655 1,852,002,655 18,337,000

　　第４号基本金 17,000,000 17,000,000 0

繰越収支差額 （ △ 740,782,995 ） （ △ 708,258,847 ） （ △ 32,524,148 ）

　　翌年度繰越収支差額 △ 740,782,995 △ 708,258,847 △ 32,524,148

純資産の部合計 1,146,556,660 1,160,743,808 △ 14,187,148

負債及び純資産の部合計 1,379,967,323 1,396,821,195 △ 16,853,872

0
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貸 借 対 照 表
令和６年３月３１日現在



（単位：円）

1 資 産 総 額 1,396,821,195

   基 本 財 産 1,327,720,146

   運 用 財 産 69,101,049

2 負 債 総 額 236,077,387

3 正 味 財 産 1,160,743,808

  資      産

    基 本 財 産

       校      地 542,421,445

      校      舎 712,420,098

      構  築  物 12,823,472

      図      書 45,038,121

      機 器 備 品 1,602,391

      車      輌 4,975,976

      ソフトウェア 1

      電話加入権 325,480

      出  資  金 20,000

      保  証  金 150,000

      退職給付引当特定資金 4,743,422

      保険積立金 3,199,740

計 1,327,720,146

    運 用 財 産

      現 金 預 金 53,427,410

      未 収 入 金 8,099,726

      仮  払  金 7,415,743

      前　払　金 158,170

計 69,101,049

資 産 合 計 1,396,821,195

  負      債

    固 定 負 債

　　　長期借入金 74,975,000

計 74,975,000

    流 動 負 債

　　　短期借入金 57,839,000

      未  払  金 15,534,854

      前  受  金 84,066,828

      預  り  金 2,690,080

      仮  受  金 971,625

計 161,102,387

負 債 合 計 236,077,387

上記は、令和５年３月31日現在における当法人の財産目録である。
     令和 5年 7月 1日

令和５年３月31日現在

財 産 目 録



 

 

  

鹿児島鍼灸専門学校

年 月 日 曜

４ ７ 金 令和5年度　入学式

１０ 月 始講式　前期課程授業開始　オリエンテーション（交通安全について等）

１１ 木 胸部レントゲン検診（全学年）

１４ 金 日本学生支援機構　奨学金説明会

５ １４ 日 第1回　オープンキャンパス

２５ 木 はり供養

２６ 金 創立記念日（1年生、生徒会役員、教職員による墓参）

２８ 日 第1回実力試験

６ １７ 土 産婦人科医講演

７ ２ 日 第2回　オープンキャンパス

１６ 日 第1回　AO入試面談

２２ 土 福岡　AO入試面談

２８ 金 租税教室

３０ 日 鹿鍼祭

８ 上旬 日 夏季休暇

６ 日 第3回　オープンキャンパス

24～25 木～金 東洋療法学校協会　教員研修会

２７ 日 第2回　AO入試面談

９ ３０ 土 第3回　ＡＯ入試面談

３０ 土 3年生　東洋療法学校協会　あマ指実技評価試験（予定）

１０ １ 日 あマ指実技評価試験

８ 日 指定校推薦入試（鹿児島会場：本校）推薦入試（鹿児島会場：本校）一般入試（1回目募集）

１４ 土 指定校推薦入試（福岡会場）、推薦入試（福岡会場）

上旬 東洋療法学校協会　学術大会

１１ １９ 日 第4回　オープンキャンパス

２５ 土 第3回　実力試験

１２ １０ 日 一般入試（2回目募集）

下旬 水 冬季休暇

１ ６ 土 3年生　第4回　実力試験（卒業認定試験）

１４ 日 第5回　オープンキャンパス

２８ 日 一般入試（3回目募集）、鍼灸有資格者入試

２ １９ 日 一般入試（4回目募集）

２４ 土 第32回　あん摩マッサージ指圧師国家試験

２５ 日 第32回　はり師・きゅう師国家試験

２９ 日 一般入試（5回目募集）

３ ７ 火 令和5年度　卒業式

１５ 金 令和5年度　終講式

２６ 火 第32回　あはき師国家試験合格発表

令和6年

令和5年度　事業実績報告
（自　令和5年4月1日　～　至　令和6年3月31日）

事　業　日　程
事　　業　　内　　容

令和5年



 

 

鹿児島鍼灸専門学校 令和 5年度 事業実績報告 

 (令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31日) 

 

1. 行政の指導に対する学校の取り組み 

１）授業について 

体調不良やその他特別な事情による欠席者が出た際も、補講や時間割の変更等で柔軟に

対応し、計画していたカリキュラム通りに講義を実施する事ができた。 

 実習においては新型コロナウイルス感染症の流行前と遜色のない状況での実践的な実習

を行う事ができた。 

 

 

２）臨床実習施設（附属鍼灸治療院）について 

 例年通り、あん摩マッサージ指圧師、はり師、及びきゅう師に係る学校養成施設認定規則

に則り、実践的な指導を行った。実習に協力していただける患者を確保し、滞りなく実習授

業を行うことができた。また、実習の有無に関わらず各教員が一般の患者を施術し、臨床技

術の向上に努めた。令和 6 年度以降は鹿児島鍼灸専門学校の校舎の一部を治療院として開

設し、学生と教員の利便性を高め、より充実した実習授業に取り組んでいく。 

 

 

３）校舎・備品の整備について 

鹿児島市補助事業等を活用し図書の新調、吸い玉カップ、棒灸、オームパルサー等の治療

器具の導入・新調により、実習及び校舎の設備を整えた。 

 

 

2. 国家試験の対策 

3年生には、4回の模擬試験を実施し、より本番に近い形で経験を積んでもらった。各回

の試験に基準点を設け、基準に到達できなかった学生を対象に補講や集中的な指導を行っ

た。このような取り組みにより、令和 5年度（第 32回）の国家試験の合格率は、あん摩マ

ッサージ指圧師・はり師・きゅう師すべての国家試験において全国平均を上回ることができ

た。 

 

 

（参考）令和 5年度（第 32回）あはき師国家試験合格率（全国平均） 

あん摩マッサージ指圧師国家試験 100.0％（84.0％） 

        はり師国家試験 76.9％（69.3％） 

       きゅう師国家試験 76.9％（70.2％） 



 

 

3. 就職対策 

 安定して求人数を確保しており、13 名の卒業生のうち、県内就職が 7 名、県外が 3 名と

なり就職率 76.9％だった。例年同様全国各地から 100 件以上の求人が本校へ寄せられた。

求人情報を全学生に周知し、就職担当の教員による就職支援を行った。 

 また、就職ガイダンスへの積極的参加を促し、学生の就職・治療業界に対する意識向上を

図った。副学校長を中心に企業との接触機会を設け、連携強化を図った。 

 

 

 

4. 学生募集活動の推進 

１）募集要項、受験案内の送付 

九州管内の高等学校すべてに募集要項を送付するとともに、指定校推薦入試による受験の

案内を実施した。 

 

 

２）高等学校訪問 

鹿児島県内を、鹿児島市内、北薩方面、南薩方面、大隅方面、姶良・伊佐方面の地域に分け、

５～６月にかけて各高等学校進路指導主事の下へ出向き、オープンキャンパスへの参加、受

験を希望する生徒への学校の紹介をお願いした。前年度よりも訪問校数を増やし、積極的な

誘致を図った。 

 

 

3）広報活動範囲の拡大 

令和 6 年度より学生募集に当たって、鍼灸治療院を対象とした学生の積極的誘致を実施す

ることを決定した。鍼灸治療院での治療をきっかけとして本校に進学を考える患者へ、治療

院から患者に対して本校を紹介してもらう事を狙いとして鍼灸治療院へ訪問し、且つ現役

鍼灸師に対してあん摩マッサージ指圧師の資格取得を推進することを狙いとする。 

広報については職員一丸となって空いた時間を活用して行ってきたが、人手が限られてい

る為その広報範囲は制限せざるを得ない現状があり、学生数も定員を割れている状況が続

いている。そこで、本校への入学を直接案内して下さった方に謝礼を支払う制度を設け、入

学と周知を促進していく。対象者は在学生、卒業生、事業所とし、対象者の人脈や繋がりを

活用させていただくことで、広報範囲を広げていく。 

 

 




